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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間及び連結会計年度

にかかる主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４．第40期の１株当たり配当額には、記念配当５円を含んでおります。 

５．従業員数は就業人員であり、出向受入者を含みます。外数は専任社員の期末在籍人員数と所定時間換算によ

る中間（年間）平均臨時雇用者数の合計であります。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 

至平成17年 
３月31日 

売上高 (千円) 9,747,289 10,258,212 11,017,626 20,670,290 21,676,524 

経常利益 (千円) 740,078 772,420 663,983 1,663,815 1,346,426 

中間（当期）純利益 (千円) 415,128 169,735 381,597 933,536 576,443 

持分法を適用した場合の投資損

益 
(千円) △405 △601 △450 144 △487 

資本金 (千円) 1,292,192 1,292,192 1,292,192 1,292,192 1,292,192 

発行済株式総数 (千株) 5,250 5,250 5,250 5,250 5,250 

純資産額 (千円) 6,023,819 6,515,182 7,108,296 6,467,757 6,831,361 

総資産額 (千円) 9,448,834 9,799,542 10,299,919 10,203,932 10,047,927 

１株当たり純資産額 (円) 1,147.54 1,241.15 1,354.14 1,229.45 1,298.71 

１株当たり中間(当期)純利益金

額 
(円) 79.08 32.33 72.69 175.17 107.15 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
(円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) 15.00 17.50 17.50 35.00 35.00 

自己資本比率 (％) 63.8 66.5 69.0 63.4 68.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 260,862 144,588 1,083,361 772,154 539,692 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △733,890 △424,419 △31,362 △1,083,753 △481,223 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △78,512 △104,674 △91,742 △157,139 △196,522 

現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高 
(千円) 2,071,379 1,769,675 2,976,383 2,154,180 2,016,126 

従業員数 

（外、臨時雇用者数等） 
(人) 

1,235 

(1,311) 

1,340 

(1,473) 

1,383 

(1,491) 

1,270 

(1,355) 

1,335 

(1,470) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。なお、専任社員（９月末在籍人員）301名及び契約社員、嘱託社員、パート

タイマー（月間基準勤務時間152.5時間により換算した上半期末平均人員）1,190名を(  )外数で記載しており

ます。 

(2)労働組合の状況 

 労働組合は一部の事業所で結成されておりますが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,383（1,491）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間における国内経済は、米国、中国の景気減速や原油高などに対する懸念はあるものの、企業の収益

力回復による好調な設備投資と底堅く推移する個人消費に支えられ、景気は踊り場を脱し、緩やかに拡大していま

す。 

 当社の属する情報サービス業界に関しては、好調な企業業績を背景に、IT投資意欲が高まり、システム開発需要の

増加に伴って、ＳＥ等技術者が逼迫し、サービス料金の下げ止まりの兆しもみられるようになりました。 

 このような中で当社は、高セキュリティの施設とネットワークを活用した業務運用サービスを積極的に提案したこ

とで、大口顧客を中心に受託案件を受注し、順調に売上を拡大することができました。一方、5月にＢＰＯシステム

センターを開設したことに伴い一時的な費用が発生したことや、前事業年度から開発を進めているＢＰＯ次世代基盤

システムの二次開発分を一括費用処理したことなどにより、前中間会計期間と比べて売上総利益が減少しました。し

かし、これらは一時的な要因に基づくものであり、下期にはその影響がなくなるため、売上総利益は改善する見込み

であります。 

 なお、中間純利益については、前中間会計期間に特別損失を計上した関係で大幅に増加しております。 

 以上の結果、売上高は前年同期比7.4％増加し、110億17百万円となりましたが、経常利益は前年同期に比べ14.0％

減少し、6億63百万円となり、中間純利益は前年同期比124.8％増加し、3億81百万円となりました。  

（サービス別営業概況） 

ビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）は、当中間会計期間に開設したＢＰＯシステムセンターの充実した

設備環境をセールスポイントにして、大量のキャンペーンマネジメント業務を受注すると共に、クレジットカード会

社、保険会社からのイメージワークフローを使った高セキュリティの契約処理業務が好調に推移しました。そのほか

にもデータ精度とシステム対応力が要求される新しいタイプの業務受託が増加したことなどにより、前年同期比

10.5％増加し、61億37百万円の売上となりました。 

 ソフトウェアソリューション（ＳＳ）は、ＥＲＰを中心とした基幹業務分野は伸び悩んだものの、「平成の市町村

大合併」に伴うデータ整備ニーズが高まり、保険会社を中心にＣＲＭ系自社商品の「ＡＰシリーズ」の販売等が堅調

に推移したことで、前年同期比2.3％増加し、10億64百万円の売上となりました。 

 システムインテグレーション（ＳＩ）は、ユーザー企業のIT投資意欲の高まりにより、受注環境が好転し、金融機

関を中心に順調に開発案件を受注したことで、特定大口顧客との契約見直しによる売上減少をカバーし、前年同期比

3.0％増加し、37億62百万円の売上となりました。 

 その他システム機器販売等は、システム開発に付随する情報機器の販売と保険代理店収入で、前年同期比489.7％

増加し、52百万円の売上となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税引前中間純利益が６億54百万円で

あり、売上債権の減少額が９億74百万円であったこと等により、前事業年度末に比べ９億60百万円増加し、当中間会

計期間末には29億76百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は、10億83百万円（前年同期比649.3％増）となりました。 

 これは主に、税引前中間純利益が６億54百万円、売上債権の減少額が９億74百万円、仕入債務の減少額が４億91百

万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は、31百万円（前年同期比92.6％減）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の償還による収入が５億円あったものの、投資有価証券の取得による支出が３億５百万

円及び固定資産の取得による支出が２億22百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は、91百万円（前年同期比12.4％減）となりました。 

 これは、配当金の支払額が91百万円あったことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間会計期間の生産実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間の受注状況をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績をサービス別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります。 

サービス 金額（千円） 前年同期比（％） 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,191,414 109.3

ソフトウェアソリューション 1,078,804 122.1

システムインテグレーション 3,714,689 98.6

合計 10,984,908 106.5

サービス 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,206,204 112.3 5,778,401 108.9 

ソフトウェアソリューション 1,201,247 141.9 1,106,282 109.6 

システムインテグレーション 3,927,420 102.8 2,158,020 80.9 

その他システム機器販売等 52,896 589.7 － － 

合計 11,387,768 111.6 9,042,703 100.7 

サービス 金額（千円） 前年同期比（％） 

ビジネスプロセスアウトソーシング 6,137,079 110.5

ソフトウェアソリューション 1,064,774 102.3

システムインテグレーション 3,762,876 103.0

その他システム機器販売等 52,896 589.7

合計 11,017,626 107.4

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱アプラス 1,909,777 18.6 1,326,582 12.0 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、急激な変化を続けている社会環境の中で、新たなビジネスニーズを見据え、新製品・新サービスの研究開

発及び新市場を開拓するための調査を行っております。当中間会計期間に推進した研究開発テーマは、ビジネスプロ

セスアウトソーシング、ソフトウェアソリューション及びシステムインテグレーションに係るもので、研究開発費の

総額は22,771千円であります。 

 主な研究開発の概要は次のとおりであります。 

（１）テクニカルサポートセンターに関する研究開発について 

 テクニカルサポートセンターを中心に顧客のヘルプデスク要求レベル調査、ソリューション試作、ＯＪＴを通じた

運用技術の研究を実施いたしました。 

（２）人事給与パッケージ機能拡張に関する研究開発について 

 自社パッケージの機能拡張として、大企業（5,000名以上）向け商品のためのパフォーマンス向上に関する研究、

Ｗindowsサーバの負荷分散の方法論に関する調査研究を実施いたしました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）平成17年９月６日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、会社

が発行する株式の総数は18,000,000株増加し、36,000,000株となっております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月７日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,250,000 10,500,000 
東京証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 5,250,000 10,500,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年４月１日 

 ～平成17年９月30日 
－ 5,250,000 － 1,292,192 － 1,493,807 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社    472千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  173千株 

日興シティ信託銀行株式会社          153千株 

２．メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社から、平成14年10月15日付で提出された大量保有

報告書により平成14年９月30日現在で510千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中

間会計期間末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記の大株主の状況には含めておりま

せん。 

また、スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成17年10月13日付で提出された大量保有

報告書により平成17年９月30日現在で294千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中

間会計期間末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記の大株主の状況には含めておりま

せん。 

なお、メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社及びスパークス・アセット・マネジメント

投信株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者      ①メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社 

           ②スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社 

住所         ①東京都千代田区大手町1-5-4 大手町ファイナンシャルセンター 

           ②東京都品川区大崎1-11-2 ゲートシティ大崎 

所有株式数                ①  510,300株 

                     ②  294,200株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合  ①    9.72％ 

                     ②    5.60％ 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＴＩＳ株式会社 東京都港区海岸1-14-5 2,627 50.04 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 472 8.99 

アグレックス社員持株会 東京都新宿区北新宿1-5-2 261 4.98 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 173 3.31 

バンクオブニューヨークヨーロ

ッパリミテッドルクセンブルグ

131800 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 165 3.15 

ステートストリートバンクアン

ドトラストカンパニー505019 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 153 2.92 

日興シティ信託銀行株式会社  東京都品川区東品川2-3-14 153 2.92 

 ザチェースマンハッタンバン

クエヌエイロンドンエスエルオ

ムニバスアカウント 

 (常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 88 1.68 

ジェーピーモルガンチェースバ

ンク385067  

 (常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行) 

東京都中央区日本橋兜町6-7 78 1.50 

 羽鳥 宏 神奈川県足柄下郡湯河原町吉浜680-1 61 1.18 

計 － 4,234 80.66 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

（注）全て当社保有の自己株式であります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所の公表のものであります。 

      ２．□印は、株式分割（平成17年11月18日、１株→２株）による権利落後の株価である。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式5,249,000 52,490 － 

単元未満株式 普通株式   400 － － 

発行済株式総数 5,250,000 － － 

総株主の議決権 － 52,490 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社アグレックス 
東京都新宿区北新宿 

1-5-2 佐藤ビル 
600 －  600 0.01 

計 － 600 －  600 0.01 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,580 3,110 3,220 2,950 2,900 
3,400 

 □1,850 

最低（円） 2,220 2,410 2,500 2,670 2,500 
2,695 

 □1,550 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第41期中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第41期中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び第42期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山

監査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社を有してないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   561,717   968,238 908,093   

２．受取手形   5,248   4,313 11,387   

３．売掛金   3,477,113   3,114,746 4,000,969   

４．有価証券   1,207,957   2,008,144 1,607,283   

５．たな卸資産   816,079   363,412 347,598   

６．繰延税金資産   465,637   513,034 476,873   

７．その他   147,869   256,684 126,295   

８．貸倒引当金   △3,607   △3,298 △23,466   

流動資産合計     6,678,015 68.1 7,225,275 70.1   7,455,033 74.2 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   245,265   334,556 247,665   

(2) 土地   205,976   205,976 205,976   

(3) その他   278,644   368,077 317,373   

計     729,886 7.5 908,611 8.8   771,015 7.7 

２．無形固定資産     232,254 2.4 245,777 2.4   223,278 2.2 

３．投資その他の資
産 

          

(1) 投資有価証券   922,471   1,017,774 714,598   

(2) 敷金及び保証
金 

  799,450   802,442 790,077   

(3) 保険積立金   61,127   32,738 41,631   

(4) 繰延税金資産   92,168   56,888 47,778   

(5) その他   284,169   10,410 4,513   

計     2,159,386 22.0 1,920,254 18.7   1,598,599 15.9 

固定資産合計     3,121,527 31.9 3,074,643 29.9   2,592,893 25.8 

資産合計     9,799,542 100.0 10,299,919 100.0   10,047,927 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   889,955   448,345 939,419   

２．未払費用   678,584   753,724 782,669   

３．未払法人税等   178,148   355,208 34,421   

４．未払消費税等   108,690   103,618 152,471   

５．賞与引当金   981,190   1,001,880 977,344   

６．その他   116,082   312,417 154,815   

流動負債合計     2,952,651 30.1 2,975,194 28.9   3,041,141 30.3 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   239,091   62,964 27,849   

２．役員退職慰労引
当金 

  92,617   103,376 97,487   

３．長期未払金   －   50,087 50,087   

固定負債合計     331,708 3.4 216,428 2.1   175,424 1.7 

負債合計     3,284,360 33.5 3,191,623 31.0   3,216,566 32.0 

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,292,192 13.2 1,292,192 12.6   1,292,192 12.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,493,807   1,493,807 1,493,807   

資本剰余金合計     1,493,807 15.3 1,493,807 14.5   1,493,807 14.9 

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   71,450   71,450 71,450   

２．任意積立金   2,428,326   2,805,597 2,428,326   

３．中間（当期）未
処分利益 

  1,227,940   1,441,249 1,542,785   

利益剰余金合計     3,727,717 38.0 4,318,296 41.9   4,042,561 40.2 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    1,896 0.0 4,431 0.0   3,230 0.0 

Ⅴ 自己株式     △431 △0.0 △431 △0.0   △431 △0.0 

資本合計     6,515,182 66.5 7,108,296 69.0   6,831,361 68.0 

負債資本合計     9,799,542 100.0 10,299,919 100.0   10,047,927 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成17年 9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年 4月 1日 
至 平成17年 3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,258,212 100.0 11,017,626 100.0   21,676,524 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,361,815 81.5 9,132,876 82.9   18,104,870 83.5 

売上総利益     1,896,397 18.5 1,884,750 17.1   3,571,654 16.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,129,806 11.0 1,227,573 11.1   2,252,955 10.4 

営業利益     766,590 7.5 657,176 6.0   1,318,698 6.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   13,786 0.1 13,837 0.1   40,149 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２   7,956 0.1 7,030 0.1   12,421 0.1 

経常利益     772,420 7.5 663,983 6.0   1,346,426 6.2 

Ⅵ 特別利益 ※３   10,447 0.1 － －   133,859 0.6 

Ⅶ 特別損失 ※４   476,160 4.6 9,544 0.1   480,632 2.2 

税引前中間(当期)
純利益 

    306,707 3.0 654,439 5.9   999,652 4.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  148,000   318,000 402,000   

法人税等調整額   △11,027 136,972 1.3 △45,158 272,841 2.4 21,209 423,209 1.9 

中間(当期)純利益     169,735 1.7 381,597 3.5   576,443 2.7 

前期繰越利益     1,058,205 1,059,651   1,058,205 

中間配当額     － －   91,863 

中間(当期)未処分
利益 

    1,227,940 1,441,249   1,542,785 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュフロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注 記 
番 号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間(当期)純利益   306,707 654,439 999,652 

減価償却費   90,660 119,684 208,063 

長期前払費用償却額   4,585 4,211 8,909 

賞与引当金の増加額   50,104 24,536 46,258 

退職給付引当金の増加額(△減少額）   8,574 35,115 △202,668 

役員退職慰労引当金の増加額   1,774 5,889 6,644 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   △782 △20,168 19,076 

受取利息及び受取配当金   △8,521 △5,088 △16,579 

支払利息   400 367 920 

有形固定資産除却損   1,432 8,539 5,904 

無形固定資産除却損   432 1,005 432 

投資有価証券売却益   △3,047 － △53,777 

投資有価証券償還益   △7,400 － △7,400 

投資有価証券評価損益   1,750 △2,750 1,891 

投資事業組合損益   5,120 5,014 8,027 

売上債権の減少額（△増加額）   429,144 974,854 △127,225 

たな卸資産の減少額（△増加額）   △39,201 △15,814 429,280 

その他流動資産の増加額   △52,040 △141,238 △24,446 

長期前払費用の増加額   △721 △2,346 △7,996 

仕入債務の増加額（△減少額）   △47,466 △491,074 1,997 

未払費用の増加額（△減少額）   △62,780 △28,944 66,503 

未払消費税等の減少額   △94,487 △48,664 △50,516 

その他流動負債の増加額   1,610 8,745 6,741 

長期未払金の増加額   － － 50,087 

役員賞与の支払額   △14,000 △14,000 △14,000 

小計   571,846 1,072,312 1,355,779 

利息及び配当金の受取額   4,480 8,573 13,884 

利息の支払額   △400 △367 △920 

法人税等の還付による収入   － 14,278 － 

法人税等の支払額   △431,339 △11,435 △829,051 

営業活動によるキャッシュ・フロー   144,588 1,083,361 539,692 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約 
キャッシュフロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注 記 
番 号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △128,959 △190,604 △228,582 

無形固定資産の取得による支出   △92,966 △31,937 △112,607 

投資有価証券の取得による支出   △500,341 △305,348 △532,670 

投資有価証券の売却による収入   9,501 － 71,664 

投資有価証券の償還による収入   300,000 500,000 303,758 

その他の投資取得等による支出   △22,929 △26,606 △35,471 

その他の投資売却等による収入   11,276 23,134 52,685 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △424,419 △31,362 △481,223 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入   180,000 180,000 360,000 

短期借入金の返済による支出   △180,000 △180,000 △360,000 

配当金の支払額   △104,674 △91,742 △196,522 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △104,674 △91,742 △196,522 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）   △384,505 960,256 △138,053 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,154,180 2,016,126 2,154,180 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 1,769,675 2,976,383 2,016,126 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

    同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

 （会計方針の変更） 

その他有価証券の時価の

あるものについて、従来、

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

部分資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ましたが、市場価格の変動

による損益を損益計算書に

影響させることなく、その

他有価証券の評価差額をす

べて資本の部に計上する原

則的な方法にすることによ

り、期間損益をより適正に

反映するため、当中間会計

期間より中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に変

更いたしました。 

これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

(1) 有価証券 

関連会社株式 

    同左 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部

分資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

 ただし、投資事業有限責

任組合出資金は個別法によ

っており、組合決算の損益

を営業外収益又は営業外費

用として計上する方法を採

用しております。 

時価のないもの 

    同左 

  (2) たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採用

しております。 

貯蔵品 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

    同左 

  

貯蔵品 

    同左 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

    同左 

  

貯蔵品 

    同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     ３～27年 

構築物    10～20年 

器具及び備品 ３～20年 

(1) 有形固定資産 

    同左 

(1) 有形固定資産 

    同左 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法、市場販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売数

量に基づく償却額と見込有効期

間（３年）に基づく均等配分額

とを比較し、いずれか大きい額

を償却する方法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

    同左 

(2) 無形固定資産 

    同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

        同左 

(1) 貸倒引当金 

    同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額を計上

しております。 

(2) 賞与引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

    同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（８年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、期末要支給額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

平成17年３月に退職一時金制

度を改定し、確定拠出年金制度

及び退職一時金制度（確定型）

へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企

業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。 

 本移行に伴う影響額として、

特別利益に退職給付引当金取崩

益72,681千円を計上しておりま

す。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

    同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

    同左     同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

    同左     同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 法人税及び住民税並びに事業

税の計上基準 

 法人税及び住民税並びに事業

税は中間会計期間を一事業年度

とみなして算定した課税所得に

対する税額を計上しておりま

す。なお、税額算定に当たり、

当事業年度の利益処分における

取崩を予定しているプログラム

等準備金及び特別償却準備金を

課税所得に反映させておりま

す。 

(1) 法人税及び住民税並びに事業

税の計上基準 

     同左 

(1)   ───── 

  (2) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、仮受消費税等及び仮払

消費税等は相殺の上、流動負債

の「未払消費税等」として表示

しております。 

(2) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。  

──────  



表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  （貸借対照表） 

 投資事業有限責任組合出資金は、前中間会計期間末にお

いては投資その他の資産の「その他」として表示しており

ましたが、平成16年12月１日施行の改正証券取引法の規定

により、当中間会計期間より「投資有価証券」に含めて表

示しております。 

  

  当該金額は以下のとおりであります。 

    前中間会計期間末      275,242千円   

    当中間会計期間末      264,334千円 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  558,254千円   680,278千円   621,437千円

２ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、2,105

千円の債務保証を行っておりま

す。 

２ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、1,440

千円の債務保証を行っておりま

す。 

２ 保証債務 

 従業員の借入金に対し、1,740

千円の債務保証を行っておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息  159千円 受取利息     163千円 受取利息      273千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息    400千円 支払利息      367千円 支払利息      920千円

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３    ───── ※３ 特別利益のうち主要なもの  

投資有価証券売

却益 
3,047千円

投資有価証券償

還益 
7,400千円

     

      

投資有価証券売

却益 
  53,777千円

投資有価証券償

還益 
7,400千円

退職給付引当金

取崩益 
72,681千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損   1,864千円

ＥＲＰ事業整理

損 
474,296千円

固定資産除却損    9,544千円

         

固定資産除却損    6,366千円

ＥＲＰ事業整理

損 
 474,296千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産  62,188千円

無形固定資産  28,471千円

有形固定資産   83,476千円

無形固定資産   36,207千円

有形固定資産  145,426千円

無形固定資産   62,636千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年9月30日現在） （平成17年9月30日現在） （平成17年3月31日現在） 

現金及び預金勘定   561,717千円

マネー・マネージメ

ント・ファンド 
1,207,957千円

現金及び現金同等物 1,769,675千円

現金及び預金勘定    968,238千円

マネー・マネージメ

ント・ファンド 
 2,008,144千円

現金及び現金同等物  2,976,383千円

現金及び預金勘定   908,093千円

マネー・マネージメ

ント・ファンド 
 1,108,033千円

現金及び現金同等物  2,016,126千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

663,642 378,932 284,709 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

471,669 301,437 170,231 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

その他（器具
及び備品） 

525,093 302,182 222,910 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内       121,453千円

１年超       169,367千円

合計       290,820千円

１年内        96,024千円

１年超        78,818千円

合計       174,842千円

１年内       103,700千円

１年超       124,468千円

合計       228,169千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  千円

支払リース料 83,944

減価償却費相当額 79,599

支払利息相当額 3,478

  千円

支払リース料 55,458

減価償却費相当額 52,679

支払利息相当額 2,131

  千円

支払リース料 148,019

減価償却費相当額 140,333

支払利息相当額 6,140

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（１）株式 2,931 4,090 1,158 

（２）債券       

社債 900,000 899,290 △710 

合計 902,931 903,380 448 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 16,579 

マネー・マネージメント・ファンド 1,207,957 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（１）株式 3,608 8,061 4,452 

（２）債券       

社債 700,000 700,720 720 

合計 703,608 708,781 5,172 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 42,147 

投資事業有限責任組合出資金 264,334 

マネー・マネージメント・ファンド 2,008,144 



前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

（１）株式 3,260 5,859 2,598 

（２）債権       

    社債 900,000 900,100 100 

合計 903,260 905,959 2,698 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 37,147 

投資事業有限責任組合出資金 268,230 

マネー・マネージメント・ファンド 1,108,033 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く

行っておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

関連会社に対する投資の金額

（千円） 
2,511 2,511 2,511 

持分法を適用した場合の投資

の金額（千円） 
2,054 1,645 2,095 

持分法を適用した場合の投資

損益の金額（千円） 
△601 △450 △487 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,241.15円

１株当たり中間純利益

金額 
    32.33円

１株当たり純資産額  1,354.14円

１株当たり中間純利益

金額 
    72.69円

１株当たり純資産額  1,298.71円

１株当たり当期純利益

金額 
   107.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益 

（千円） 
169,735 381,597 576,443 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
－ － 14,000 

（うち利益処分による役

員賞与金） 
(－)       (－) (14,000) 

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
169,735 381,597 562,443 

期中平均株式数（千株） 5,249 5,249 5,249 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  平成17年９月６日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しておりま

す。 

１．平成17年11月18日付をもって普

通株式１株につき２株を発行して

おります。 

(1）分割により増加する株式数 

 普通株式  5,250,000株 

(2）分割方法 

 平成17年９月30日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、普通

株式１株につき２株の割合をも

って分割します。 

２．配当起算日 

平成17年11月10月１日 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の１株あたり情

報については以下のとおりであり

ます。 

なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載して

おりません。  

 前中間会計

期間 

 当中間会

計計期間 
前事業年度

 １株当たり

純資産額 

16.16円 

 １株当たり

純資産額 

36.35円 

 １株当たり

純資産額 

53.57円 

 １株当たり

中間純利益

金額 

620.57円 

 １株当たり

中間純利益

金額 

677.07円 

 １株当たり

当期純利益

金額 

649.36円 

────── 



(2）【その他】 

 平成17年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当金に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………91,863千円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………17円50銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成17年12月７日 

(注)平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第41期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１日

株 式 会 社 ア グ レ ッ ク ス 

取  締  役  会   御  中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アグレック

スの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アグレックスの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１

６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 﨑 谷 孝 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 下 隆 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 橋 久仁子 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１日

株 式 会 社 ア グ レ ッ ク ス 

取  締  役  会   御  中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アグレック

スの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アグレックスの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 﨑 谷 孝 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 木 下 隆 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 橋 久仁子 
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